
 

うるま市測量、建設コンサルタント等業務委託の最低制限価格設定要綱（平成２７年うるま市告示第１１０

号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（定義） （定義） 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 最低制限基準価格 業務委託における最

低制限価格の算出の基礎になるものをいい、税

抜価格とする。 

※新設 

（４） （略） （３） （略） 

（予定価格調書の作成） （予定価格調書の作成） 

第４条 この告示に基づき最低制限価格（税抜）を

設定するときは、あらかじめ次条により算出した

最低制限基準価格を、決裁権者が予定価格調書

（様式第１号）に記名押印した上で、封書しなけ

ればならない。 

第４条 この告示に基づき最低制限価格（税抜）を

設定するときは、決裁権者が予定価格調書（別記

様式）                                      

            に記名押印した上で、封書しなけれ

ばならない。 

（業務委託における最低制限基準価格（税抜）の

算出方法） 

（業務委託における最低制限価格    （税抜）の

算出方法） 

第５条 この告示における最低制限基準価格（税

抜）の算出方法は、別表第１業種区分の項に掲げ

る業務ごとに、予定価格（税抜）の算出の基礎と

なった①から④までの欄に掲げる額の合計額と

する。ただし、その合計額が予定価格（税抜）の

１０分の７に満たない場合にあっては１０分の

７とする。 

第５条 この告示における最低制限価格    （税

抜）の算定方法は、別表    業種区分の項に掲げ

る業務ごとに、予定価格（税抜）の算出の基礎と

なった①から④までの欄に掲げる額の合計額と

する。ただし、その合計額が予定価格（税抜）の

１０分の７に満たない場合にあっては１０分の

７とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の最低制限基準価格（税抜）の算出にお

いて、１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てるものとする。 

３ 前２項の最低制限価格    （税抜）の算定にお

いて、１円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てるものとする。 

（最低制限価格（税抜）の設定方法） 

第６条 最低制限価格（税抜）の設定方法は、前条

で算出した最低制限基準価格をもとに、別表第２

で定める算定式（以下「算定式」という。）で算

出した１１通りの額を最低制限価格（税抜）とし

て定める。 

２ 前項の規定により、最低制限価格（税抜）を算

出する場合において、１円未満の端数があるとき

※新設 



 

は、その端数金額を切り捨てるものとする。 

（最低制限価格（税抜）の決定） 

第７条 前条で設定した最低制限価格（税抜）を入

札参加者のうちから、あらかじめ抽選で選出され

た者が開札前にくじを引き、算定式の表の番号と

同一であるものを最低制限価格（税抜）として決

定する。この場合において、決定された最低制限

価格（税抜）は、決裁権者が決定した最低制限価

格（税抜）とする。 

※新設 

（最低制限価格調書の作成） 

第８条 入札執行者は、入札後速やかに最低制限価

格調書（様式第２号）を作成し、署名押印するも

のとする。 

※新設 

（最低制限基準価格及び最低制限価格の公表） （最低制限価格                    の公表） 

第９条 入札執行者は、落札者の決定後、前条の最

低制限価格調書により最低制限基準価格及び最

低制限価格を公表するものとする。 

第６条 入札執行者は、落札者の決定後、最低制限

価格                                       

         を公表するものとする。 

（補則） （補則） 

第１０条 （略） 第７条 （略） 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第６条関係） ※新設 

【別記２ 参照】 

※削除 

様式第１号（第４号関係） 

【様式第１号 参照】 

様式第２号（第８号関係） 

【様式第２号 参照】 

 

 

別記様式（第４条関係） 

※新設 

 

※新設 



 

 

【別記1】 

 

改正後（案） 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 諸経費の額に１０分

の４．８を乗じて得た

額 

― 

建設コンサルタント

業務（建築設計及び監

理業務） 

直接人件費の額 特別経費の額 技術料等経費の額に

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０分の

６を乗じて得た額 

建設コンサルタント

業務             

直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の４．８を乗じて

得た額 

地質調査業務（磁気探

査を含む。） 

直接調査費の額 間接調査費の額に

１０分の９を乗じ

て得た額 

解析等調査業務費の

額に１０分の８を乗

じて得た額 

諸経費の額に１０分の

４．５を乗じて得た額 

現場技術業務 直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の４．８を乗じて

得た額 

補償関係コンサルタ

ント業務 

直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の４．５を乗じて

得た額 

建設関連維持管理業

務 

直接工事費の額に１

０分の９．７を乗じて

得た額 

共通仮設費の額に

１０分の９を乗じ

て得た額 

現場管理費の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の５．５を乗じて

得た額 

 

現行 

業種区分 ① ② ③ ④ 

測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額 諸経費の額に１０分

の４．５を乗じて得た

額 

― 

建設コンサルタント

業務（建築設計及び監

理業務） 

直接人件費の額 特別経費の額 技術料等経費の額に

１０分の６を乗じて

得た額 

諸経費の額に１０分の

６を乗じて得た額 

建設コンサルタント 直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１ 一般管理費等の額に１



 

業務（土木関係） ０分の９を乗じて得

た額 

０分の４．５を乗じて

得た額 

地質調査業務（磁気探

査を含む。） 

直接調査費の額 間接調査費の額に

１０分の９を乗じ

て得た額 

解析等調査業務費の

額に１０分の８を乗

じて得た額 

諸経費の額に１０分の

４．５を乗じて得た額 

現場技術業務 直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の４．５を乗じて

得た額 

補償関係コンサルタ

ント業務 

直接人件費の額 直接経費の額 その他原価の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の４．５を乗じて

得た額 

建設関連維持管理業

務 

直接工事費の額に１

０分の９．５を乗じて

得た額 

共通仮設費の額に

１０分の９を乗じ

て得た額 

現場管理費の額に１

０分の９を乗じて得

た額 

一般管理費等の額に１

０分の５．５を乗じて

得た額 

 

【別記2】 

 

改正後（案） 

番号 最低制限価格（税抜）の算定式 

１ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．００％）） 

２ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．１０％）） 

３ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．２０％）） 

４ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．３０％）） 

５ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．４０％）） 

６ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．５０％）） 

７ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．６０％）） 

８ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．７０％）） 

９ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．８０％）） 

１０ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（０．９０％）） 

１１ 最低制限基準価格 －（最低制限基準価格 ×（１．００％）） 

 


